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研究成果の概要： 
国際連盟はその設立当初から、一般の人々に国際連盟の活動や理念を知らしめることが重要だ

と考え、広報・啓蒙活動を開始し、写真集、スライドなど多くの媒体を作った。そのような媒

体では、国際協調が重要であることが述べられていた。国際連合も連盟の政策を踏襲し、多く

の広報出版物を作成してきた。この広報活動によって、連盟と国連はグローバル・アイデンテ

ィティ形成の重要な一翼を担ってきた。 
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１．研究開始当初の背景 
国際関係論におけるアイデンティテ

ィの研究は、近年コンストラクティヴィ

ズムの台頭によって盛んになってきて

いるが、ナショナル・アイデンティティ

の研究が中心であり、グローバル・アイ

デンティティについての研究はきわめ

て少ない。 

グローバル・アイデンティティやグローバル

意識を、国家や国内社会などそれぞれ固有の政

治的単位がある一方で、国境を超えた共通の問

題を認識し、国境を越えた国際社会やグローバ

ル共同体があるという考え方や認識と理解する。

グローバル・アイデンティティをどのように定

義するにせよ、この問題についての研究は多い



とはいえず、そもそも果たしてグローバ

ル・アイデンティティが存在するのかに

ついて、議論がなされている。そのよう

な問題意識が本研究の出発点であった。 

 
２．研究の目的 

グローバル・アイデンティティやグロ

ーバルな文化は、共通の過去や「記憶」

が存在しないので、その形成は困難だと

指摘する。他方、国や地域へのアイデン

ティティが最も強力であることは確か

だが、そのような伝統的アイデンティテ

ィに取って代わるものではなく、それら

に付加される意識としてコスモポリタ

ンなアイデンティティが存在し、また

徐々に発展していく可能性を示唆する

見解もある。 

この研究では後者の解釈に従い、グロ

ーバル・アイデンティティをナショナ

ル・アイデンティティに代替するもので

はなく、むしろ、それに付加されるもの

ととらえ、ひとりの人間のアイデンティ

ティが重層化されうるものと考える。こ

のような視点に立って、この研究は、具

体的には国際連盟と国際連合の広報政

策を考察の対象とする。 

国境の概念を相対化し、国境を超えた

国際社会やグローバル・コミュニティを

想起する意識の育成に当たっては、連盟

や国連という政府間国際組織のみなら

ず、他の要因もまた重要な役割を果たし

てきた。経済面での統合やグローバリゼ

ーションの進展、環境問題や AIDSなど

一国の取り組みのみでは解決できない

諸問題の発生、NGO の活躍、インター

ネットなどの情報技術の進歩などが、

人々の考え方に影響を与え、その世界観

に大なり小なり変化を与えたことは疑

いないであろう。しかし、国際連盟と国際連合

は２０世紀に設立した普遍的な政府間国際組織

として、世界をとりまく広範囲のさまざまな問

題に対処する権能を与えられ、またその活動を

おこなってきた。連盟や国連の存在やその活動

は、人々の意識の上で国際社会の存在を考える

ひとつの手がかりとなってきたのではないであ

ろうか。 

 
３．研究の方法 

まずは、連盟、国連が出版した広報出版物に

どのようなものがあり、さらに内容としてどの

ようなものが書かれているかを分析することで

ある。次には、連盟および国連において、広報

政策がいかに展開されていたのかを調べること

である。 

 この研究では２回の文献調査をおこなった。

２００６年９月にはジュネーヴの連盟資料館、

２００８年３月にはニューヨークの国連図書館

において、広報出版物の調査および収集をおこ

なった。 

 また、連盟や国連を支持する民間運動がいか

なるものであったかを、調べることで、連盟や

国連が体現した理念の広まりを検討する。 

 

４．研究の成果 

(1) 国際連盟 

 連盟の広報活動については、ジュネーヴの連

盟文書館での調査により、その政策立案過程や

情報局の活動について以下のような点が明らか

となった。 

国際連盟が活動を開始すると、連盟情報局 

(Information Section)は「宣伝」活動を始める。

すでに、１９１９年５月から７月にかけて情報

局において、基本的方針が確定されており、１

９１９年５月の覚書では、「国際連盟に講和条約

によって明確な責任と義務が課せられているこ

とを認識させる。これが人々の意識に入ってい



けば、連盟がハーグ平和会議などの助言

期間などとは異なることがわかるであ

ろう」と記されていた。ドラモンドも、

連盟に過度の期待をかける、あるいは過

小評価するなどの声があちこちで聞か

れ、連盟についての知識が不足している

と記していた。 

情報局には、連盟支持者から、連盟に

ついて一般向けパンフレットが必要で

あるという声が寄せられていた。なぜな

らば、民間団体が多くのものを作成して

いるが、このような類のものではどこま

で情報が正しいかわからず、また特定の

政治的動きと結びつくこともあるので、

連盟自身が作成する方が望ましいと議

論された。 

また連盟の活動を説明するスライド

も作成された。当初は、民間の団体が多

くスライドを既に使っているのに、連盟

自身が作成したものはないのはおかし

いという意見が示された。そこで、イギ

リスの運動団体やアメリカの教授など

がこれまで作成したものを、連盟が借り

受けスライドを作ることとした。完成後

は、スライドを使って連盟を紹介する講

義案が作成され、実際のスライドのお披

露目がアメリカで、運動団体の主だった

指導者を招いておこなわれた。 

最初の連盟写真解説集はフランス語

であったが、後の版は英語も作られ、多

くの出版物は仏英の両方の言語で作ら

れた。あるいは、連盟の情報局による広

報出版物を各国語に翻訳する場合もあ

った。たとえば、ダンツィヒ問題につい

て、ドイツ語で３つか４つのパンフレッ

トがあるのに、ポーランド語ないのは不

適切であるという議論もなされていた。

１９２０年代半ばには、連盟の全体の活

動を示す書籍や教員向けの小冊子など作成され、

やがて Essential Facts about the League of 
Nations というポケット版のものが満州事変

を契機に１９３３年からは作られるようになっ

た。 

情報局の活動に関しては、民間団体の訪問も

多々報告されている。たとえば、１９２６年８

月２４日から２５日にかけて、International 

Bureau of the National Federation of 
Secondary School Teachersの代表７０名が情

報局を訪問している。参加国はベルギー、チェ

コスロヴァキア、フランス、イギリス、ラトヴ

ィア、ポーランド、ルーマニア、セルビア・ク

ロアチア・スロヴェニア王国、スペイン、スイ

ス、アメリカであり、何名かは政府代表だと記

されている。また、１９２６年１月には、アメ

リカのカーネギー平和財団の資金援助で、

Conference of American Professors of 
International Relations教授が、理事会の討議

を見学すると記されている。「教授達は連盟につ

いて多く書くであろう」と、ハーヴァード大学

教授ハドソンは情報局に注意を促がした。 

アメリカは国際連盟に加盟はしなかったが、

連盟情報局にはアメリカ人職員 Arthur 

Sweesterがおり、彼自身が連盟広報に献身的活

動するのみならず、アメリカの団体や連盟に興

味を有する人物と活発に連絡をとっていた。ま

た、連盟広報の予算が限られていたこともあり、

アメリカ人篤志家から 25,000 スイスフランの

援助を個人的にとりつけ、連盟広報局の予算と

した。また、アメリカは連盟関係の多くの出版

物を実際購入しており、その中には広報出版物

も含まれていた。ある広報出版物について、完

成と同時に大口の注文がアメリカから入ったの

で、ほとんど残りがないというような事例もあ

った。アメリカでそのような出版物を購入した

のは、連盟を支持する運動団体であった。 

 民間団体と密接な交流を有することが重要だ



と設立当初から連盟内部では認識され

ていた。１９２１年９月セシル卿

（Robert Cecil）によって書かれた提言

では、各国の団体を通じてこそ連盟の動

きを各国民に広めることができると記

されていた。 

このような方針を踏襲して各国に作

られた国際連盟協会とも連盟情報局は

連絡をとっている。民間での連盟を支持

する運動が最も高まったのはイギリス

であり、その League of Nations Union

では、教会や学校と連絡をとって連盟に

ついての知識を広めようとしたのみな

らず、１９２４年のジュネーヴ議定書に

ついて連盟支持を政府に訴えかける運

動も展開した。この団体はHeadway と

いう会報を作成し、その最盛期に会員数

は１０万を超えた。イギリスの国際連盟

協会について記した歴史家バーンによ

れば、この運動は、国際関係一般や相互

依存について学ぶ機会を提供したと記

している。 

アメリカでも民間団体による連盟運

動は存在した。ＬＥＰの活動は、一九二

三年月に設立された The League of 

Nations Non-Partisan Associationに受

け継がれていった。他にも同様の団体が

活動していたが、その多くは親英派

(Anglophile)の団体で、しかもエリート

中心であった。しかしながら、これらの

団体による活動や出版物を通して、アメ

リカは世界についての知識を格段に高

めたのであった。 

また、連盟情報局によせられた多くの

情報からは、このような民間の動きは英

米に限られたものではないことが理解

できる。たとえば、チェコスロヴァキア

の 大 学 生 が Association of 

Czechoslovak Students for the League of 
Nations を組織し、休暇を利用して学生が手分

けしてチェコ国内で連盟についての啓蒙活動を

行うことが報告されていた。この団体と連絡を

とった人物は、「連盟が抽象的な理念ではなく、

彼らの国にとって重要な意義を持つ制度だと感

じた」と記している。 

連盟情報局が発信した情報と各国の連盟を

支持する運動はあいまって、連盟、ひいては世

界情勢、国際関係について学ぶ啓蒙的役割を果

たしたといえるであろう。 

(2) 国際連合 

国際連合では国際連盟での広報活動を踏襲

した。制度としては、連盟時代の Information 

Section が、Office of Public Information に改

組され、さらに、現在の Department of Public 

Information へとつながっている。 

今回の調査では、国連による出版物は多岐に

わたるため、１９６０年代までしか調べること

ができなかったが、この時期に国連広報局がか

かわった出版物は主として次の３種に大別され

る。 

まずは、United Nations Books in Print 
(1960) , Complete Reference Guide to United 
States Publication, 1946-1978 (1978) など、国

連の出版物にかんする書誌的出版物である。第

２には、広く一般に国連の活動を知らしめるも

ので、これは連盟時代の活動を踏襲するもので

ある。具体的には、国連一般の活動を示す

United Nations: What i  is, What it does, 
How it works のようなパンフレットや、国連
憲章前文を印刷したポケット版のようなものか

ら、当時の事務総長ウタントのスピーチを別途

印刷したものなど、非常に多くの種類が出版さ

れている。第３には、国連をいかに教えるべき

かを目的としたもので、たとえば、１９６０年

代初頭頃には、United Nations: Study Kit と
題された教材も販売され、その中には国連の活

t



動を要約するいくつかのパンフレット

が含まれていた。 

このような出版物にこめられた理念

の分析については、いまだ総合的な結論

には至っていないが、興味深いいくつか

の事実が明らかになった。たとえば、A 
Sacred T ust: The Work of the United 
Nations for Dependent Peopl s と題さ
れた小冊子は、１９５３年、１９５６年、

１９５７年、１９５９年と版を重ねてい

るが、その内容は植民地の人々を紹介す

るもので写真も多く使われており、これ

は、当時の国連の関心事として植民地主

義があったことを示すものと思われる。

また、１９６８年にはThr at of Nuclear 
Weapon という小冊子が、英語、フラン
ス語、アラビア語、日本語にて出版され、

核兵器に対し批判的見解をかなり明確

に押し出すものとなっており興味深い。 

r
e

e

国連広報局がかかわった出版物はい

ろいろなテーマを扱っているが、一般的

印象としては、１９５０年代には、難民

や人権、１９６０年代には開発を主題と

したものが多いように思われた。 

また、国連が１９６５年という国連創

設２０年という記念すべき年を、

International Cooperation Yearと名付

けていることがわかったが、これは、連

盟時代にも International Cooperation 

という概念が多く登場したので、一定の

継続性を示すものといえる。他方、World 

Citizen という概念も１９６０年代にな

ると見受けられるようになり、

international とworld を異なるように

使われていたのかさらに検討が必要で

ある。 

(3)グローバル・アイデンティティ 

連盟と国連の広報出版物を検討する

限りでは、これらの国際機関がグローバル・ア

イデンティティの発信を試みてきたことは確か

である。歴史的にたどるならば、連盟の時代に

は、グローバルな世界というよりも、国境を越

えた協力の可能性を提示する傾向が見られた。

この意味では、いまだひとつのグローバルな社

会を創造する理念の創製ではなかったかもしれ

ない。しかし、連盟がナショナルな世界観と異

なる選択肢を提示したことも確かである。しか

も、連盟期におけるこのような政策の樹立は、

連盟がとかく第二次世界大戦の勃発を防げなか

ったことで失敗に終わったと解釈されることが

多い中では、連盟の功績として評価されるべき

であろう。国連においても、ひきつづき、国境

を越えた世界観の発信を国連がおこなっていた

ことで、グローバル・アイデンティティの形成

に国連がかかわっていたことがわかった。その

内容分析は今後よりいっそうの検討が課題であ

る。 

(4) 国際連盟・国際連合 

本研究が、グローバル・アイデンティティと

いう言説の分析をしていることで、国際関係論

における思想史的性格を有することは事実であ

るが、その一方で連盟と国連を対象とした点で

は、国際機構論の範疇にも関わるものである。

このような広報活動の分析を通して、連盟や国

連がさまざまな問題を処理する実務機関である

と同時に、人々の意識にはたらきかける教育・

啓蒙機関であることも明らかになった。国連が

主権国家を加盟国とする一方で、このように

人々の意識に直接働きかける機能を持っている

ことは、この国際機関が有する特殊性を示すも

のである。 
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